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民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
衆

第
三
○
号

（
衆
議
院
提
出
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
民
間
の
資
金
、
経
営
能
力
及
び
技
術
的
能
力
を
活
用
し
た
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
一
層
の
促
進
を
図
る
た

め
、
所
要
の
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
法
律
の
目
的
に
、
国
民
に
対
す
る
低
廉
か
つ
良
好
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
確
保
す
る
こ
と
を
明
記
す
る
。

二
、
法
律
の
基
本
理
念
に
、
公
共
施
設
等
の
整
備
等
に
関
す
る
事
業
の
実
施
を
民
間
事
業
者
に
ゆ
だ
ね
る
に
際
し
て
は
行
政
の

効
率
化
又
は
国
公
有
財
産
の
有
効
利
用
に
も
配
慮
す
べ
き
こ
と
を
明
記
す
る
。

三
、
公
共
施
設
等
の
管
理
者
等
は
、
民
間
事
業
者
の
選
定
に
当
た
っ
て
、
原
則
と
し
て
価
格
及
び
国
民
に
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ

ス
の
質
そ
の
他
の
条
件
に
よ
り
評
価
を
行
う
も
の
と
す
る
。

四
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
選
定
事
業
者
か
ら
民
間
施
設
部
分
を
譲
渡
さ
れ
た
者
等
に
対
し
て
、
一
定
の
場
合
に
、
行
政

財
産
で
あ
る
土
地
を
貸
し
付
け
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

五
、
独
立
行
政
法
人
を
含
む
公
共
法
人
及
び
地
方
公
共
団
体
へ
の
本
法
の
適
用
の
明
確
化
、
地
方
自
治
法
に
基
づ
く
指
定
管
理
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者
制
度
と
の
整
合
を
図
る
た
め
の
配
慮
等
に
関
す
る
規
定
を
設
け
る
。

六
、
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。


